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様式第４号 

令和７年１月２７日 

福井市農林水産部農政企画課 

 

第３次福井市農業活性化プラン（素案）に関する 

福井市パブリック・コメント募集の結果 

【概要】 

 元気で持続可能な環境にやさしい農業の実現に向けた取組を進めるため、令和７年度

から１１年度までを期間とする「第３次福井市農業活性化プラン」の素案を作成しまし

た。 

 つきましては、本素案について、パブリック・コメントを実施したところ、市民の皆

様から以下のご意見をいただきましたので、それに対する市としての考え方を示し、公

表します。 

 

【意見募集結果】 

実 施 時 期 令和６年１２月２日から１２月２７日まで 

意見提出状況  
提 出 者      ４人 

意 見 数     ２６件 

意見提出方法  

書 面 の 持 参       ０人 

郵 便      ０人 

ファクシミリ       ０人 

電 子 メ ー ル       ０人 

電 子 申 請      ４人 

 

【提出された意見及び意見に対する市の考え方】 

項目１ 計画策定の趣旨について（１件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

1 計画策定の趣旨に「米価下落」を記載
するのは、今年は当てはまらないので
は。 
仮に趣旨に入れるには、現行価格の維
持と理解を入れるべき。 

今年の急上昇など、今後の米価の動きが非常
に不透明であることから、表現を「米価下落」
から「不安定な米価」に改めます。 

 

項目２ 国・県の農業施策の方向性について（１件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

1 国 の 方 向 性、 県 の 方 向 性 が あ りま す 当プランは、今後５年間の目指すべき方向性
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が、どこまでが国、県で市の具体的な
取り組みと独自の予算が見えないと、
ど こ の 取 り組 み か が 分 か り づ らい と
思います。 

を示したものであり、具体的事業内容及び予
算については、年度毎に国や県の事業等も活
用しながら決定していきます。 

 

項目３ 福井市の農業の現状と課題について（５件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

1 人口と高齢化率、「担い手」数のグラ
フですが、総農家数と平均年齢のグラ
フ の 平 成 １７ 年 の 軸 を 起 点 に 合わ せ
た方が良いと思います。 

総農家数と平均年齢は農林業センサス、人口
と高齢 化率 は市 の人 口統計 の調 査に よる 数
値を基にしているため、農林業センサスの実
施年に統一します。しかしながら、平成１７
年は市町村合併の年であり、当該年の正確な
比較が難しいことから、平成２２年を起点に
したグラフに改めます。 
なお、「担い手」数は近年の動向を把握する
ため、過去５年分としています。 

2 新たに就業する農家数ですが、令和４
年から変化しましたが、以前と始めた
理由が違う事はありませんか。 

令和４年度以降、新規就業者が減少したこと
に関しては、物価高による人件費の抑制や、
他産業の求人増加により、雇用就農者が減っ
たことが原因と考えています。 

3 確かに令和４年までは「米価下落」と
言えなくはないが、６年及び７年は大
幅上昇になる。そのことに触れないの
はいかがなものか。 

農業産 出額 は農 林水 産省が 公表 して いる 市
町村別農業産出額の数値を基にしており、米
価上昇 の影 響を 受け た令和 ６年 度の 数値 は
未だ公表されていないため、反映しておりま
せん。 

4 地域ブランド販売ですが、越前エリア
果樹７．９％ＵＰなのにグラフは横ば
い、何故ですか。 

果樹は 植付 して から 数年後 の収 穫と なる た
め、面積については増加したものの、販売額
にはすぐに結びつかないことから、横ばいと
なっております。 

5 環境保全型農業の取り組み、面積が減
っ た 理 由 と増 え た 理 由 は 分 か りま す
か。 

令和２年度の制度要件の変更に伴い、一部の
事業者が補助対象から外れたため、取組団体
数が減 少し たこ とが 大きな 要因 と考 えて お
ります。 
その後、制度の周知に努めたこと等により、
令和４年度以降、取組事業者数や各取組面積
が拡大したため、緩やかに増加しています。 

 

項目４ 施策の方向１「担い手の確保・育成」について（６件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

１ Ｕ・Ｉターンによる就農希望者の獲得
を図るとありますが、Ｕ・Ｉターンで
地元企業への就職は増えていますか。 
また、就農の賃金は魅力があるでしょ
うか。 

本市のＵ・Ｉターン者数実績は、令和元年度
２６６ 人か ら５ 年度 ４３２ 人と 増加 して お
り、地元企業への就職も増えているものと推
測されます。 
就農直後は、収入が不安定なことから、前年
の所得 額な どの 一定 の基準 を満 たし た就 農
者に対しては、資金等の交付や、施設・機械
整備の経費補助といった支援を行い、新規就
農者の経営安定を図っています。 
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2 新規就農者の目線で考えた時に、ＪＡ
と の し が らみ が 強 い 地 域 で 就 農し た
いと思うだろうか。 
逆に市が、ＪＡを利用せずに農業がで
きる環境を整備する方が、Ｕ・Ｉター
ン で 就 農 希望 す る 人 に と っ て 魅力 的
に映るのではないか。 
ＪＡとの連携を強化することは、新規
就農者を減らす要因になると思う。 

ＪＡとの関係については、それぞれの農業者
の事情により異なるものと思われます。 
本市としては、新規就農者の確保に向け、着
実に本 プラ ンに 掲げ た取組 を進 めて いき ま
す。 

3 多様な担い手について、女性への環境
整 備 と 同 レベ ル で 外 国 人 へ の 環境 整
備が必要ではないだろうか。 
市 内 の 別 産業 に 技 能 実 習 制 度 で来 て
いる外国人が、農作業に関しては自由
に ア ル バ イト が で き る 制 度 が あれ ば
より良いのだが、制度的に難しい。 

多様な担い手の確保のため、外国人材の確保
は重要と考えており、本プランでも外国人材
の受入を推進しています。 
なお、技能実習制度では、就業場所や従事す
べき業務が決められ、就労制限があるため、
アルバ イト はで きな いこと にな って おり ま
す。 

4 外国人材受入ですが、どの様に引き留
めますか。賃金が高い所に移りません
か。 

外国人に限らず、農業所得の向上は本市農業
の大きな課題と考えています。農業所得の向
上に向け、本プランに掲げた取組を進めてい
きます。 

5 児童や学生の農業体験ですが、若狭の
鳥 羽 小 学 校の 様 に 福 井 市 の モ デル 校
はありますか。 

現在の とこ ろモ デル 校は設 定し てい ませ ん
が、令和３年度より福井農林高校や棗小中学
校の協力を得て、生徒によるオリーブ苗木の
育成や 収穫 作業 など の体験 学習 を実 施し て
います。このほか、希望があれば年間を通し
て小中 学生 の体 験の 受け入 れを 行っ てい ま
す。 

6 栽培技術の強化ですが、巡回と指導、
勉 強 会 で 特産 品 の 生 産 性 は 上 がり ま
すか。 

生産性を向上させるには、まずは、産地全体
の技術力向上が必要です。勉強会を通して栽
培技術の普及や課題の共有を行うとともに、
巡回指 導に より 各生 産者の 圃場 条件 に合 わ
せた管理指導を実施することで、農作業の適
正化や省力化と併せて、特産品の収量や秀品
率の向上につながるものと考えています。 

 

項目５ 施策の方向２「営農の継続・活性化」について（４件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

1 スマート農業といっても、Ｐ２の定義
では幅が広すぎないか。 
ド ロ ー ン 散布 は 今 後 必 須 に 近 いも の
になり、それをスマート農業の目標と
すれば達成は容易では。 
一 方 で 自 動走 行 ト ラ ク タ ー 等 はハ ー
ドルが高く、段階別に目標値を作った
方が良いと思うが。 

スマート農業の普及度合は、各農家の経営規
模等によることが多く、ドローンの新規導入
やサイ ズア ップ を希 望する 声は まだ 多く あ
るため、内容を区別せず、スマート農機全般
の導入経営体数を目標に設定しています。 

2 共 同 利 用 施設 に 対 す る 支 援 は 不要 な
のでは。 
必要と思う個人、集団が自身の出資の
み で 取 り 組む こ と に よ っ て 競 争へ の
意欲がより強くなり、施設は作ったも

共同利用施設については、産地における選果
場や集 出荷 場と いっ た共同 利用 施設 を想 定
しており、産地における競争力強化を図るた
めに有効な施設と考えております。支援の要
不要に 関し ては 、事 業実施 者の 実情 にあ わ
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のの、殆ど誰も使用しない無駄な施設
になることを防げると思う。支援なし
で作れば使用しなかった場合、売却も
容易となり、失敗時の利用者の将来的
な負担も減るのでは。 

せ、判断いただくものと考えています。 

3 共 同 利 用 施設 の 整 備 へ の 支 援 は各 種
組合への忖度であり、税金の無駄では
ないでしょうか。 
過去の稼働実績や、費用対効果などを
開示したうえで、本当に必要か議論す
べきかと思います。 
そして、そこへ支援するくらいであれ
ば個別農業者への設備支援を厚くし、
大 規 模 化 への 後 押 し を す る 方 が良 い
かと思います。 

共同利用施設整備への支援については、事業
計画や成果目標の実現性、施設規模、費用対
効果分 析に よる 投資 効率等 を補 助要 綱等 に
照らし合わせ、適正と認めた計画を採択し、
支援することとしています。また、事業完了
後は、毎年事業目標達成状況を報告させ、事
業進捗状況 の把 握と 適切な 施設 運用 とな る
よう指導しています。 
併せて、農業者の規模拡大への支援も重要と
考えており、大規模経営体の育成を図ってま
いります。 

4 三里浜オリーブですが、実際、売価が
高くないですか。もっと応援出来る売
価設定が良いです。 

三里浜オリーブオイルの価格については、生
産者において、限られた収穫量の中で生産に
かかる様々なコストを反映させ、設定されて
います。今後の価格設定についても、生産者
において、これらの実情を勘案した上で決定
していくものと考えています。 

 

項目６ 施策の方向３「食料の安定供給の確保」について（１件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

1 全国的に水田（主食用米）が減ってい
くこと、飼料用米への補助金カットの
議論が出ていることを考えると、戦略
作 物 の 作 付面 積 を 増 や す 目 標 は現 実
的ではないように感じる。 
どちらかといえば、主食用米の維持拡
大に舵を切る方が、生産者の手取りは
増えるのではないか。 
耕作放棄地、不作付地で戦略作物を増
やす事は良いが、今後水田を畑地化は
しない方が良いように思う。現状、水
田に向いていない土地を除いて。 

基本目標である「食料の安定供給の確保」と
いう観点からは、主食用米の生産維持と併せ
て、戦略作物（特に食料需給率の低い麦、大
豆など）の作付拡大を図ることは重要である
ことから、本目標を設定しています。 
水田を維持することは重要ですが、農業経営
上、畑地化移行を進める農業者もいることか
ら、畑作物の本作化に取り組む農業者に対し
ても支援を行うものです。 

 

項目７ 施策の方向５「農地・農村環境の維持・活性」について（５件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

1 中山間地等直接支払交付金により、耕
作放棄地は減りましたか。 

耕作放棄地が減少してはおりませんが、中山
間地域 等直 接支 払制 度や地 域農 業サ ポー ト
センターによる農作業支援により、農業の生
産条件 が不 利な 中山 間地域 にお ける 農業 生
産活動の継続を支援することで、発生の抑制
につなげていきます。 

2 農業用施設の防災減災対策ですが、田
んぼダムに取組むとの事、実施率や目
指す姿はありますか。 

令和６ 年１ ２月 末時 点で約 １０ ４ｈ ａの 水
田で田んぼダムを導入しており、田んぼダム
の取組 によ って 水田 が持つ 雨水 貯留 機能 を
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他の先進地では、行政のリーダーシッ
プが強く感じ取れます。福井市も足羽
川決壊の災害を乗り越えています。是
非、福井市の強いリーダーシップで田
んぼダムを成功させて下さい。 

強化し、流域治水に役立てることを目指して
います。国、県と協力して田んぼダムを推進
するため、地権者・耕作者、土地改良区への
普及・啓発、多面的機能支払交付金を活用し
た運用管理面の支援を行います。 

3 中 間 管 理 機構 利 用 者 の 出 し 手 への 受
け 手 か ら のハ ラ ス メ ン ト が 起 こら な
いよう対策を行って下さい。 

農地中間管理事業については、福井県農地中
間管理 機構 が農 地の 受け手 と出 し手 の間 に
入り、貸借契約を行っていますが、通常の貸
借契約と同様に、受け手と出し手の両者は平
等な立場であり、お互いを尊重し、トラブル
がない よう 努め てい ただき たい と考 えて い
ます。 

4 ほ 場 の 大 区画 化 等 の 基 盤 整 備 への 支
援の具体的内容を知りたい。 

基盤整備の事業を実施する場合、事業費の一
部を負担又は補助します。 

5 ほ 場 の 大 区画 や Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 と あり ま
すが、予算は大丈夫ですか？予算が全
体 の 地 区 に行 き 渡 る 様 な 計 画 があ る
のでしょうか。 

事業の実施にあたっては、優先度を考慮しな
がら計画的に事業を行っていきます。 

 

項目８ 施策の方向６「環境にやさしい農業の推進」について（２件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

1 環 境 保 全 型農 業 直 接 支 払 交 付 金の 表
で す が 、 数字 と し て は 増 え て いま す
が 、 対 象 農用 地 か ら 見 る と 基 準は 約
２％、それを令和１１年に約３％、環
境 保 全 に 取組 む 割 に は 設 定 が 低く な
いでしょうか。 

令和５ 年度 の全 国の 耕地面 積に 占め る環 境
保全型 農業 の取 組面 積は１ ％を 下回 って お
り、全国的にまだまだ取組が進んでいない状
況です。本市においても全体の耕地面積と比
較するとまだまだ割合は少ないですが、現在
の実施 事業 者の 取組 面積拡 大や 新規 に取 り
組む事業者を増やしていく等により、目標年
度の令 和１ １年 度に 向け取 組面 積を 拡大 し
ていきたいと考えています。 

2 長 期 中 干 など の 温 室 効 果 ガ ス 削減 に
効 果 の 高 い取 組 に 対 す る 支 援 の具 体
的内容を知りたい。 

国の「環境保全型農業直接支払交付金」を活
用しており、化学肥料、化学合成農薬を県の
慣行レベルから５割以上低減したうえで、対
象の取 組を 行っ た場 合が支 援の 対象 とな り
ます。 
【取組例】堆肥の施用（4,400 円/10a）、カバ
ークロップ（6,000 円/10a）、長期中干（800
円/10a）など 
 
他の取組内容や交付単価などの詳細につい
ては下記ホームページ等でご確認をお願い
します。 
【福井市ホームページ】 
https://www.city.fukui.lg.jp/sigoto/ 
nourin/nougyou/kankyouhozn.html 
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項目９ プランの推進体制について（１件） 

 提出された意見 意見に対する市の考え方 

1 プラン推進体制ですが、行政がリーダ
ーシップをとる、団体が市民の意見を
吸い上げる、そんなイメージの方が良
いように感じます。 

プラン の推 進に は、 行政機 関が 中心 とな っ
て、市民を含めた各関係団体等からの意見の
吸い上げや情報の共有、連携や協力を図るこ
とが必要であるため、横の繋がりを意識した
体制にしております。 

 


